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中国大連市における日系企業の事業活動の実態と課題
柳 井 雅 也
1.はじめに
中国大連市は遼東半島の南端に位置し,人口554.6万人 (2001年現在 :戸籍
人口と常住している地方人口合計)となっている｡日本にとって大連市は,他
都市と比べて日本語を理解する人材が多く,気候,衣食住,治安,教育等も高
い水準にあり,住みやい都市だといわれている｡現在,駐藩陽総領事館大連出
張駐在官事務所や,遼寧省認可の大連日本人学校も設置されており,1554人
(2000年10月現在)の邦人が暮らしている (図1)0
図 1 大連市位置図
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当地は東北三省(遼寧,書林,黒龍江)を後背地としなから,海外とのゲート
シティとして発達してきた｡そのため,後述するように港湾,鉄道などのイン
フラ機能が整備され,交通結節地域として発展を遂げてきた｡2002年現在の
GDPは1406億元 (日本円で1兆8391億円,1元≒13円換算)となっており,
これは1984年の約21.7倍となっている｡また対全国GDP比でも1991年に0.9%
だったのが,2001年には1.3%とシェアを上昇させている｡
本稿は,この大連市における日系企業の事業活動の実態と課題を明らかにす
ることを目的としている｡そのために,環日本海地域1における経済的地位と
地理的位置を確認して,大連市経済と海外投資の役割,それに経済技術開発区
をはじめ東北唯一の保税区や輸出加工区など経済特別地域の整備状況などを踏
まえながら,当地に進出した日系企業の事業活動について分析を行った｡その
ため国際貿易促進委員会,ジェトロ大連事務所,日系企業などへインタビュー
(2001年6月,2003年8月)を行った｡ケースとして取り上げた企業はYKK,
タカギセイコー,日平 トヤマの3社で,今日,中国に多く進出している業種
(それぞれ素材,成形,機械)の参考になるものと判断して取り上げた｡
2.大連市の経済的地位
(1)環日本海地域の経済
2000年現在,日本,韓国,東北三省,ロシア極東地域をカバーする環日本海
地域のGDPは約5.4兆 ドルで,世界全体の17.1%を占める規模となっている
(図2)｡日本はこのうち88.7%を占めており,これを除くと0.7兆 ドルに過ぎ
日本
887%
図2 環日本海地域のGDP構成(2000年)
出所 :参考文献6より｡
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ず,これが当該地域の経済交流の現実と限界を示しているといえる｡
衰1は環日本海地域の貿易の実態を示したものである｡域内全体の貿易総額
593億64百万 ドルのうち,日本から韓国が266億3300万 ドル (全体の44.9%)と
最大を示し,次いで韓国から日本165億 ドル600万 ドル (同28.7%)となってい
る｡日韓の貿易だけで当該地域の72.7%を占めている｡
これを1996年のデータと比較すると,域内貿易総額は11億500ドルの増加と
なっている (極東ロシア⇔北朝鮮,東北三省⇔極東ロシアを除く)｡このうち
もっとも伸びたのか日本から東北三省14億8300万 ドル,次いで韓国から東北三
省10億1500万 ドル,東北三省から日本10億1300万 ドルである｡いずれも東北三
省が絡んでいるところに特色がある2｡
輸入国 .地域 (単位 :百万ドル)
日本 韓国 東北 極東 北朝鮮
輸出国也域 日本 26633 2921 133 249
韓国 16506 1531 180 300
東北 5040 1673 882 438
極東 755 384 1236 2
北朝鮮 226 139 136 0
表1 北東アジア地域の貿易 (2001年)
*東北は中国の遼寧省,吉林省,黒他江首
**極東はサハ共和国,マガダン州,チェコト自治管区,-バロフスク地方,カムチャツカ,州,サ-リン
州,アムール川 .ユダヤ自治州,沿海地方
出所 :前掲図2と同じ資料｡
(2)大連市の概況と経済
大連市は,中国の造船,機関車,石油化学の発祥の地であり,古くから工業
都市として発展してきた｡機械,石油化学,電子,冶金,建設材料,食品,医
痩,紡績,衣服等が主要産業である｡また大連市は,東北三省唯一の海の出口
として発展を遂げてきた｡このため海上貿易においては東北三省の貨物を扱い,
また外資系企業にとっては東北三省の労働力,市場,資源利用の橋頭堕として
の役割を担ってきた｡このような地理的位置の特殊優位性を保ちつつ,中国政
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府の経済政策や産業奨励策によって1990年代に目覚しい経済発展を遂げること
になった｡より具体的には1984年に国務院から14の沿海開放都市の一つに指定
され,翌85年には計画単列都市 3として批准され,省クラスの経済管理権限を
有している｡ 1984年10月,市の中心部から20数キロ離れた金州区の一角に中国
初の国家級経済技術開発区の建設 (第 1期工事10km284年～,第2期工事14
km290年～)が始まり,様々な優遇措置を講じてきた｡これは外貨 ･技術の
導入を進めて輸出加工型産業,技術 ･知識集約型産業を発展させることをねらっ
たものである｡
2001年現在の遼寧省のGDPは5033億元であるが,これに対して大連市は約
1236億元 (24.5%)となっている｡図3は各年別にGDPを示したものであるが,
これによると1994年に対前年比62.4%と急激な伸びを示している｡それ以外の
年でもほぼ10-20%前後の伸びを示している｡
耳 .9 ㌔ 耳 ぜ ぜ ぜ 耳 ♂ ♂ ♂ ぜ ♂ 耳 ♂ ぜ ♂ ♂♂ 年
図3 大連市のGDPの伸び
出所 :日本貿易振興会 (JETRO)大連事務所資料より作成｡
大連市への海外からの直接投資 (契約ベース)は1992年に9.9億 ドル,翌93
年には17.8億 ドルと10億 ドルを突破した (図4)｡その後も多少の上下はあっ
てもほぼ20-30億 ドル台を維持している｡ このうち日系企業は契約ベースで
1988年に全体の投資額の50.0%を占め,1989年に66.0%,1990年に天安門事件
の余波で減ったものの,1991年には71.4%と再び大きな割合を占めるようになっ
た｡しかしその後は30%を下回る年が多くなっている｡
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図4 大連市外資利用状況 (契約ベース)
出所 :図3と同じ資料より作成｡
1990年代の直接投資を実行ベースで示したのか図5である｡山場は1994年の
8.1億 ドル,1997年の13.2億 ドル,2001年の14.5億 ドルの3回あった｡このうち
1990年は日本は1.8億 ドルのうち1.5億 ドル (シェア83.3%)だったが,1996年
にはシェアは22.9%まで落ち込んでいる｡その後も日本のシェアは停滞気味に
推移している｡しかしそれでも,依然として日本の地位が高いことに変わりが
ない｡
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図5 大連市外資利用状況
出所 :図3と同じ資料より作成｡
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(単位:億ドル)
2001年
99 6.16 2 92 5.45 1
134 3.78 3 185 5.39 2
123 11.49 1 115 4.76 3
121 2.26 5 139 2.00 4
9 0.95 7 11 0.35 8
2 0.56 9 10 0.23 10
48 2.26 4 49 1.60 5
23 1.20 6 19 0.47 6
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表2 年次別主要国 ･地域からの直接投資受入れ
出所 :図3と同じ資料より作成｡
表2は直接投資の受入れを国別に示したものである｡ 1999年は日本の直接投
資件数は378件で3位だった｡しかし2001年には211件,2位となぅている｡ 件
数ベースではこの3年間で1位となっている｡ これが実行ベースになると日本
は1999年2.85億 ドルで,香港5.19億 ドル,米国8.03億 ドルに次 ぐ3位だが,
2000年3.80億 ドル,2001年には5.37億 ドルでいずれも1位になっている4｡
大連市における外資系企業の経済貢献は2002年現在,雇用者数で25万人,鍋
税額で4.2億 ドル (外資が全体の半分),売上高8.2億 ドルとなっているため,い
かに大連経済にとって外資の導入効果が大きいかがわかる (CHINA DAILY
よりジェトロ大連事務所作成)｡
外資のうち大連経済技術開発区に進出した企業数は,1998年は香港 ･マカオ
が451件 (1位),日本は292件 (2位)となっている｡ 2001年は香港 ･マカオ
が501件 (対98年牡で50件増),日本は367件 (75件埠)となっている5｡
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図6 大連市の輸出総額
出所 :図3と同じ資料より作成｡
大連市からの輸出についても日本への輸出が重要な地位を占めている (図6)｡
1985年に280億 ドル (35.4%)に過ぎなかった輸出は,大連経済技術開発区が
整備された1992年には58.5%,1996年には60.7%まで拡大 した｡その後は50%
弱のシェアで推移 している｡このことから大連市が日本との貿易でも重要な地
位を占めていることがわかる｡また,2001年には大連からの輸出は29.9億 ドル
で輸入21.3億 ドルより8.6億 ドルの出超となっている｡
(3)大連市の投資環境
大連市の日本との相互依存的経済体質はどのように形成されてきたのだろう
か｡その一つに海外から投資を受け入れるための優遇措置や行政の対応,それ
に熱心な日本語教育や日系社会の受容を指摘することができる｡
① 税制優遇政策
中国の国家規定では,外国投資企業の企業所得税は30%となっている｡ しか
し大連市では生産型外国投資企業に限って税率を24%としている｡特に大連経
済技術開発区,大連保税区では15%としている｡経営期間が10年以上であれば,
利益獲得開始年度から1-2年目は企業所得が免除され,3-5年目は半減さ
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れるなどの措置を講じている｡ また,国は製品輸出型企業に対しては,免除,
半減期限終了後,当年度の輸出高が生産高の70%以上であれば,12%の企業所
得税を課している (大連経済技術開発区,大連保税区は10%)｡先端技術企業
に対しても免除半減期限終了後,さらに3年間延長して12%の税金を課税して
いる(大連経済技術開発区,大連保税区では10%)｡
中国国内に利益を再投資し,投資期限が5年以上経った場合は,税務当局に
申請するなどして,既に課税された税金の40%につき還付を受けることができ
る｡ 製品輸出型企業や先端技術企業については全額還付という特典が用意され
ている 6｡
② 行政の対応
大連市には行政サービスセンターが整備されている｡ ここではワンストップ
式で案件の処理や登録 ･認可などを行っている｡また外資系企業に対してクレー
ムセンターを設置して外資系企業やビジネスマンの苦情処理にも対応している｡
外国投資企業の設立は審査資料を提出後に審査を受けるが,3000万 ドル以下は
各区 ･市 (県)の対外貿易経済合作局で審査,認可を受ける｡ 3000万 ドル以上
の投資奨励項目で,国家の総合バランス把握がいらない外国投資プロジェクト
であれば,大連市が自ら審査し,許可した後,国家関係機関に保存書類を納め
るようになっている｡
プロジェクト審査は通常5日以内に回答し,企業設立審査についても,通常
5日以内に回答,問題があればプロジェクト申請者に限定期間内に訂正しても
らってから, 5日以内に回答する体制になっている｡
③ 日本語教育と日系社会の受容
公的な対応だけでなく,日本語を話せる人材の豊富な供給も大連市の特徴で
ある｡ たとえば,大連理工大学,大連外国語学院,東北財経大学,遼寧師範大
学,大連大学だけで毎年330名の日本語を学習した学生が卒業 している｡ これ
に大連民族学院でも多数日本語を話せる人材を供給しており,日系企業進出の
呼び水となっている｡
-8(490)-
また日本の都市銀行4行 (みずほコーポレー ト,東京三菱,UFJ,三井住
友)をはじめ,山口,山陰合同,福岡なども進出し,このほか保険会社 (三井
住友,損保ジャパン)などの金融機関も充実している｡ また日本人学校では幼
稚園から中学3年生まで約120名が通い,日本語が通じる病院も9ヶ所あるな
ど日本人が生活する環境が整っているといえる｡
3.大連市と日本の交通ネットワーク
大連市北西部には周水子国際空港があって,ボーイング747旅客機が離着陸
できる｡ 現在88路線が就航し,国内56都市,国外10都市と結んでいる｡
このうち日本との航空ネットワークは,直行便が成田 (週10便 :以下同じ),
関西 (8),富山 (2),広島 (2),福岡 (2),仙台 (2),名古屋 (2)の7都市
に飛んでいる｡ 北京の成田 (週50便),関西 (21),広島 (2),福岡 (12),仙
育 (4)と比較すると,便数では大きな格差があるが,カバーする都市数では
2都市ほど多くなっている｡
港湾に関して,開発区,保税区と隣接する大窯湾港 (大連新港)は,中国の
4大国際コンテナ中継港の1つに指定され,計画では探水バース100ヶ所,年
間貨物取扱量8,000万 トンに達する予定である｡ 大連港は1899年に開港し,原
油,精油,石炭,鋼材,木材,食糧,コンテナ,バラ積みなどのバースが65あ
る｡ そのうち1万 トン以上のバースは35ある｡ 世界の150の国または地域と航
路を結んでいる｡ 運行期間 (船積みと滞在日を除く)でみた日本との関係は,
門司までの3日間をはじめ,4日間では大阪,神戸,名古屋,5日間では東京,
6日間横浜,7日間浜田 (釜山経由)となっている｡
鉄道については,東北,華南鉄道網とつながり,長春と大連間を幹線に,旅
堰,金荘,南甘等を支線とし,東および西海岸まで伸びている｡ また藩大(港
陽～大連)高速道路は,1984年6月に着工し,1990年に開通した｡全長は375
kmで,2002年9月現在,遼東半島を縦貫して長春からさらにハルビンまで開
通している｡
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4.大連市の対外開放区
大連市には大連経済技術開発区,保税区,輸出加工区,ハイテクパークの4
つが整備されている｡ これらが外資導入,とりわけ日本からの投資をひきつけ
ている｡
大連経済技術開発区は1984年9月に国務院が定めた14の沿海開放都市の一つ
に指定され,経済技術開発区の設置を決定し,同年10月から着工｡2000年末ま
でに1384社 (香港系400余社,日系357社,米国系150余社,韓国系90余社)が
開業｡インフラ関連は ｢9通1平｣を目指して整備が進められている7｡ 外資
企業1500社のうちキャノン,マブチモータ,東芝テレビをはじめ,日系420社
が進出している｡ ここには1994年5月に完成した工業団地もある｡ 大連人民政
府が出資する ｢大連経済技術発展公司｣と,日本の海外経済協力基金および民
間21社が出資する ｢大連工業団地投資株式会社｣が設立した中国初の日中合弁
工業団地で,日中両国政府の支援を得て,1992年に日中の国交正常化20周年を
記念して造成された｡計画では220m2に40-50万人の定住を目指している｡
2003年現在,30km2に25万人あまりが定住している｡
大連保税区は1992年に認可を受けた,東北地方唯一の保税区｡計画面積は10
km2,各種倉庫物流センター,標準規格工場,オフィスビル,科学技術開発ビ
ル等が集中している｡ 大連輸出加工区は2000年に認可された中国初の輸出加工
区の1つ｡ 税制,通関等で各種優遇政策がある｡ また大連-イテク産業開発園
区は1991年に国から認可された｡学術 ･研究施設等があり,-イテク企業が集
中している｡
5.大連市への日系企業の進出
大連市の日本との相互依存的経済体質とその体制強化のための整備が進むに
従って,企業も多数進出しつつある｡ この点に関して国際貿易促進委員会,ジェ
トロ大連事務所で聞き取り調査を行った｡
国際貿易促進委員会での聞き取りでは,日本企業にとっては中堅クラスの人
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材が豊富にあることが大連進出にとって重要となっている｡ここでいう ｢中堅｣
とは日本語を理解して,経理や簡単なソフト開発ができるような人材を指して
いる｡
また大連市は造船,鉄道, トラック,戦車関連産業から産業が発達してきた｡
そのため大企業中心の産業発展が進められたために中小企業が育たず,金型産
業などは裾野の広がりに欠け,競争原理が働かない状態にある｡ この点で,上
海は中小企業の産業集積がみられ,なにか トラブルが発生しても法律 ･会計事
務所レベルまで対応できる体制になっている｡
ジェトロ大連事務所での聞き取りでは,2001年時点における日系企業の進出
理由や立地の実態は,日本へ輸出を目的とした加工組立工業が多かったそうで
ある｡ しかし小野田セメントのように東北三省をマーケットに全量内版を行う
企業もあった｡
人材面では大連市の従業員の定着率のよさが指摘されるが,資材調達では電
子部品の現地調達が難しいとの指摘があった｡特に精密になるほど日本や華南
から調達する割合が多くなるそうである｡
製品輸送面では,特に貨物列車のスケジュール把握が難しい｡高速道路は藩
陽までは時間計算ができるので問題ないそうである｡ 輸送ルートや輸送頻度の
面で東南アジア,欧米に直行便がないなどの問題点も指摘された｡販売面では
売掛金の回収が課題となっている (地場企業販売時)｡
また中央で定める法規,規定,通知が末端に届くまでに時間がかかる｡ イン
ターネットの速度が遅く,エラーが多いという指摘もあった｡
税制面では不透明なので情報公開を望む声が多いそうである｡ サービス業で
はまだ参入規制 (1都市2社)が残っていることや,｢人民元｣の取り扱いが
外国銀行でできないことなどの指摘があった｡また,駐在員事務所はスタッフ
の直接雇用ができないので,人材派遣会社に払うコストが高いと指摘している｡
中国他都市との競争では,企業の現地調達意欲の点で,上海などに比べ産業
集積に劣る大連市は不利となっている｡ また日系新聞が北京ではその日の夕方,
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大連は2日後,国内新聞はもっと遅れるだけでなく,まとめてくることもある
そうである｡
2003年現在,大連市日系企業の進出メリットについて,その優位性は日本語
人材の豊富な供給にある｡ そのため日本語人材を活用したソフトウェア開発,
タカラ (バイオ :労働集約型ソフト開発),GEキャピタル (コールセンター),
連絡業務,地図作成,日本語書類打ち込み関係の企業進出が見られ,中国国内
で大連の優位性が発揮されているという ｡ 製造業に関しては機械部品の産業の
裾野狭いことが依然課題となっている8｡
港湾は東北三省の窓口,大連港は全国6位で,上海や天津の取.り扱い伸び率
上回る成長を示している9｡
現地操業におけるトラブルとしては①増地税関係で,輸出するとお金が戻る
はずが戻らないことがある10｡②国税局が急な立ち入りをして難題をいわれる｡
税関に嫌がらせを受けたことがある｡ ③日系企業の契約時の甘さから売掛金が
回収できないトラブル｡④契約先が製品を納めない,仕様書どおりでない｡⑤
契約先が見つからない｡⑥部品産業が見つからない｡⑦労務問題 (会社をやめ
ても宿舎から出ない)｡⑧労働組合員の退職が少ないことと,賃金アップより
旅行を要求するケースがある｡⑨企業が乗っ取られる｡等のトラブル指摘があっ
た｡これらの トラブルは何も大連に限ったことではないが,日系企業が多く進
出している当地で依然様々な問題が起こっている様子が看取できる｡
6.日系企業の進出実態
(1)YKKジッパー社
大連YKKジッパーは1995年に認可,1997年1月生産を開始した｡従業員数
は550人で内訳は営業90人,管理50人,残りは生産部門で実習生などを入れて
いる｡ 実習生は地元の学校と契約 (3-9月)している｡ これは労務委員会が
職業学校に頼んで,これを管理委員会が管理する方式で行っている｡
もともとYKKのジッパー工場は中国に3社 (大連,上海,深浅)あり,大
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連は山東,北京以北を営業エリアとしている｡ 設立の目的は,輸出物縫製品に
ジッパーを供給するためであった1｡そのシェアは広東 ･福建38%,上海 ･江
蘇 ･漸江45%,大連工場管轄の北部17%となっている｡ 当地に立地した理由は,
市場リスクを分散することと各地で供給体制を確立するためであった｡この点
で大連市は熱心に誘致を行い,比較的大きめの投資が実現した12｡大連には搬
入のためのコンテナや トラックなどのインフラが整っていた｡また本社のある
富山県とは輸出や人の交流が便利で13,北京 ･上海 ･天津に比べて日本語を使
える人材が豊富なことがメリットとなっている｡
しかし,現地採用では意外に経費がかかることに注意すべきである｡ たとえ
ば中専職業専門学校を職能技工として雇うと,福利関係で給与以外で63.3%の
追加支出がある｡ よって750元の給料に福利63.3%を上乗せすると約1223元と
なり,給料の3分の1近くを追加支出する計算になる｡ このような問題が進出
前の日系企業にはあまり認知されていない｡
(2)タカギセイコー社
タカギセイコー (本社富山県 :2003年現在従業員数1090名)は金型 ･プラス
チック成形一貫メーカーであり,日本の業界では大手に属し,車輪部品 ･OA
部品 ･携帯電話笹体などを手懸けている (図7)｡オー トバイ4社を含め,各
製品分野の大手メーカーと直接取引を行っている｡ メーカーの海外進出と現地
調達の推進に対応するために,特にプラスチック部品成形の ｢金型｣での海外
展開を先行している｡ 現在,上海及びジャカルタでも成形を手がけている｡
大連大顕高木模具有限公司は,大連の有力国有企業集団である大顕集団の中
核会社である大連大顕股分有限公司 (上海A株上場)との金型製造 (テレビ,
パソコン,モニターなど)のための中日合弁会社である｡ 大顕股分の100%子
会社である大顕模具製造有限公司も金型 ･成形の一貫メーカーだが,最新鋭の
金型加工機を導入したにも関わらず,品質 ･業績向上が芳しくなく,当社の金
型技術と経営管理手法を入れて欲しいとの要望があり合弁契約に至った｡進出
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手続きを任せたところ,通常数ヶ月かかるところが,1ヶ月以内で完了したo
中国方は現金出資と設備による現物出資,当社は現金出資と技術による現物
出資を行った｡日本の住友商事プラスチックも現金出資をしている｡
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図7
資料 タカギセイコー社パンフレットより (一部加工)
進出の動機は,日本のIT関連商社から大顕集団･股分 (東芝とTVで合弁)
を紹介され相互に工場を視察したのがきっかけである｡最終的には中国方の強
い要望を受けて ｢合弁意向書｣を取り交わした｡現地の工場診断を行い,財務
診断を行なった後,FSを実施して,2002年12月に合弁契約,2003年1月に稼
動した｡
技術移転の場合,技術援助契約を交わしてロイヤルティー収入を期すのか一
般的だが,｢技術出資｣というかなり例外的な形となっている｡中国方は設備
による現物出資,タカギセイコーは技術による現物出資のため,設備 ･技術の
評価額と評価手続きをめぐる交渉に最も時間がかかった.しかしF.S段階から
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大連大顕股分有限公司のやりかたを調査分析して手ごたえがあったことと,国
営企業ということで会社意識も強かったことなどを評価した｡先方も成形は当
社の技術を高く評価していた｡
交渉を開始した時,金型を廉価で輸入できることを期待し,中国方も (保税
区に立地していることもあり)輸出に期待をしていたが,輸出義務がなくなっ
たことと,日韓メーカーの中国進出の加速化で現地調達が活発になったため,
現在は,基本的には中国における内需ねらいの事業展開となっている｡ 国有企
業の体質改善という部分では,大顕模具より金型部門を分離して合弁を行った
ため,大顕模具に残った成形部門との兼ね合いもあり,人事制度や賃金体系,
賃金規則その他の会社運営ルールは暫定移行期間を設けて新体系に移行するこ
ととしている｡
人材育成では金型は特殊作業なので一人前にするのに3-5年はかかる｡ 一
方,単純作業を主とする即戦力は半年採用で様子を見る｡ 面接募集をすると,
自分を誇大PRするが,工場で実際にやらせるとほとんどの者が作業をうまく
できないことが多い｡また地元大学にOBを利用するなどしてリクルー ト活動
を行っている｡ NCマシンや3次元CAD/CAMを使える技術者クラスは4000元
弱の給料を取る｡ 金型は2000元で,これに対して一般ワーカーは600元 (作業
標準を作れば単純作業でできる)である｡ 以前は引き抜きや退職が多かった.｡
そこで給料 ･待遇を良くして定着させた｡また以前の大顕模具製造有限公司は
給料の明細を配っていなかったため,手当の基準が無かった｡薫事長は中国で,
総経理は日本 (日本人の権限が大きい)がメジャー (出資比率)をとる体制が
権限バランスとしていいという｡
こちらでは慣習に慣れる必要がある｡ 休日については,たとえば国際婦人感
謝デーには女性が休む｡人件費もかかる｡ 夏は避暑手当,ジュース･茶 (1人
当たり150元)など細かい支出に追われる｡ 2002年まで現物支給だったが手間
隙がかかるので現金支給 (補助手当)に切り替えた｡たとえば海水浴手当300
元,忘年会は1人当り1000元で,時間当たりの手当を100%とすると,時間外
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は平日で150%,土曜日200%,休みは300%となる｡ このため給料以上の手当
をもらう人がいる｡ また工会 (会社の組合)の集会通知でライン止まったり,
休みの日を政府が決めるため生産計画が立たないなどの問題がある｡
外注については現地に大きな金型設備工場がないために,古い設備を出して
外注を育成している｡ 車のバンパーやインバネなど大型の金型については,建
物,材料,湿度,熱膨張など大型なりの難しさがあるので,精度のきびしいも
のは日本で作っている｡ 刃物や材料は日本では簡単に手に入るが,大連では難
しく輸入に頼っている｡ そのため納期がかかり,値段も高くなっている｡ また
材料加工の発注を行っても途中経過を確認すると全く進んでないことも多い｡
(3)日平 トヤマ社
大連億連日平机床有限公司 (略称 :YNC)は,億達グループ (億達)と株
式会社日平 トヤマ (NTC)との合弁企業で1996年に誕生した工作機械メーカー
である｡ YNCは大連高新技術園区に位置し,敷地面積は5万m2ある｡ 投資総額
は32億円である｡ 日本側の日平 トヤマが58%,中国側の大連億達集団有限公司
42%を出して合弁で進出した｡
YNCのメイン製品は専用機,マシニングセンターとそれらから組み合わせ
た トランスファーマシン及びFMSである｡ YNCは中国国内の自動車,農業機
械,エアコンコンプレッサ及びミシンなどの業界に多くの専用機とトランスファー
マシン等を供給している｡ また,一部の製品はアメリカ,イギリス,日本,韓
国,ブラジルに輸出した実績を持っている｡ 従業員は2003年現在400人 (その
うち日本人は3名)で,設計70人,機械加工98人,板金 ･熱処理31人,組立88
人,工場間接部門79人,営業 ･管理34人となっている｡
最初は1996年に従業員300名でスター トした｡合弁の手続きなどは旧富士銀
行が行った｡資産評価は中国の査定を基準として算定した｡経営は中国側にま
かせたが累積損失2500万元を抱えたことから,総経理を日本人にして2002年に
は800万元までに圧縮した｡
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通常の貨物は大連市に1週間以内で着くが,急ぎの貨物は飛行機 (通常は富
山空港,大物は関西空港)を利用する｡ ただし日本から送ると大幅に高くなる
ことがある｡ たとえばNC装置は日本から買うと,関税 (8%)と増地税(17%)
が加算されるため合計で25-26%の税金がかかる｡
新卒は4月に380数人採用,途中採用は試用3ヶ月で雇う｡ 毎年 1年契約と
して1割をカットする｡ 優秀な人材は日本に研修に行かせる｡ そして3-5年
契約に延ばす｡人材募集の方法は新聞広告や職安が主で,試験 ･面接 (質のい
い人材集まる)によって決定する｡ ただし設計者は大卒専門職が大連理工大か
らこないので自前で育てている｡
7.まとめ
大連市は日本との経済交流を拡大し,特に1990年代に入ってからは飛躍的な
経済発展を遂げてきた｡
このように大連市が日系外資と相互依存的経済体制を形成できたのは,中国
の経済発展が成長軌道に乗り,その上で①中国東北部の結節地域としての地理
的優位性,②日本との交通ネットワークの充実,③日本語教育を始め人的 ･文
化的交流拡大と日本人にとっての生活基盤の形成と充実,④歴史的な工業基盤
の充実とインフラの充実,⑤大連経済技術開発区のような対外開放,⑥⑤にと
もなう様々な優遇措置やクレームセンターなどの付帯サービスの充実,などの
理由が考えられる｡
日系企業の行動変化としては,輸出目的から中国市場をにらんだ展開が見ら
れ始めていることである｡ また資材の調達では金型など基盤産業の裾野の狭陰
性がネックとなって,上海に企業が逃げていくことがあった｡その一方で,上
海よりも日本語人材が豊富なことからコールセンターのような産業が集積する
傾向も確認できた｡
中国の制度,商慣習や労働者の待遇面で,日本人にとってビジネス面で留意
すべき点も確認できた｡①中央の法規などの周知徹底が遅れることや,国税局
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をはじめ政府系機関や重要人物との接触度の相違によって仕事のはかどり方が
違うこと,②増地税の問題,③ ｢人民元｣を外国銀行で取り扱いできないこと,
(㊨売掛金の回収や仕様書どおりに納品されない問題,⑤名目賃金以上の実質賃
金の多さと休暇への対応,または労働慣行の日本との相違などである｡ しかし
これらは中国沿海部どこでも同じような問題を抱えていることとも考えられる｡
そのような中で,今回ケースとしてあげた3社は数少ない事例とはいえ,進
出実態と課題の一端を示していたと考える｡
たとえばYKKは,大連市のインフラ整備の利点と日本語人材の供給を評価
して進出してきた｡タカギセイコー社はメーカーの随伴立地形態を取っている
が,合弁相手の事業評価とメジャー支配を決めて進出した｡特に技術移転に関
しての見極めが重要だった｡日平 トヤマの場合は人材の育成に重点を置いてい
るために, 1年間の試用期間を人材見極め期間として戦略化している｡ その上
で,優秀と見込まれた人材は日本での研修などチャンスとインテンシブを与え
るような工夫がなされている｡
課題としてYKKとタカギセイコーの･事例から,名目賃金よりコストがかか
る実態が明らかになった｡こうして,日系企業が事業活動を行っていくには,
現地の実情を踏まえた慎重な取り組みが求められることが全体の分析を通じて
明らかになってきた｡
翻って今後,大連市が経済発展を遂げていく･ためには,基盤産業の育成強化
と日本語人材の質的な豊富化が求められる｡ その上でソフトウェア開発やもの
づくりにおける国際分業の受け皿づくりをはかっていく必要がある｡ あわせて,
直接投資および貿易において多国間取引をすすめ,産業構造の多角化と深化,
それに産業の進化を進めていく必要がある｡ さらに,これを環日本海経済交流
として港湾都市間の競争関係の視点より捉えれば,現在釜山が新港湾を建設し
て,より-ブ機能強化に適進している事実がある｡ それに黄海経済圏では上海
経済が大発展を遂げている｡ 大連市は空路において東南アジアや欧米への直接
航路を持たない不利性があるだけでなく,景気低迷の続く日本経済への依存体
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質から,やがて経済発展にブレーキがかかる可能性もある｡この点の克服策の
提起が今後は求められてくるだろう｡
本研究は平成13-15年度に科学研究費補助金 (萌芽的研究,課題番号13878012,研究代表者
柳井雅也)の交付を受けて実施した ｢環日本海経済圏時代における国際的地域連携の研究｣に
よる報告である｡
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注
1 環日本海地域は,厳密に地理的範囲が決まっているわけではないが,一般に日本 (または
日本海側地域),朝鮮半島,中国東北三省 (ここでは遼寧省,吉林省,黒龍江省),ロシア極
東地域をさすことが多い｡しかし,これと似た表現で ｢北東アジア｣という表現がある｡こ
れは上記の地域以外に,モンゴルや北京や山東半島を含む ｢環黄海 ･勧海｣地域や台湾,バ
イカル湖以東のシベリアなどを,形式的に地域を選択しながら把握する方法である｡この点
で ｢北東アジア｣は形式地域的に扱われる傾向が強いといえる｡このため韓国が ｢日本海｣
という呼称について疑義を呈し ｢東海 (トンへ)｣という呼称を主張するようになると,そ
れへの政治的配慮なとから ｢環日本海｣を ｢北東アジア｣として使用することも多く,その
地理的範閲を巡る議論は混乱しているのか実情といえる｡
2 東北三省の日本海経済地域における貿易では,2001年の輸出入は日本と遼寧省との貿易が
最も多い｡1993年からの輸出の伸び率では遼寧省と韓国との伸びが33倍で最も大きく,つ
いで遼寧省と日本の2.5倍が続く｡同じく輸入でも遼寧省と韓国が8.8倍,ついで遼寧省と日
本の31倍となっている｡このことから伸び率では韓国の伸びが大きくなっていることがわか
る｡遼寧省に限ってこれを見ると,日本と遼寧省の輸出は1993年69.5%から2001年に756%増
加しているが,輸入は711%から64.1%に減少している｡
3 計画単列都市とは,経済および社会発展の諸項目について省の計画から独立し,単独で全
国計画に編入されることに由来している｡計画単列都市は経済管理上,省級地方に相当する
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権限を有し,全国的な会議に省級地方と並んで参加している｡1999年現在,大連のほか,港
陽,長春,-ルビン,杭州,青島,済南,合肥,南京,南昌,福州,寧波,度門,武漢の14
都市が該当する｡
4 また1984年から2002年までの累計でも契約ベース57.97億 ドル (約6950億円),実行ベース
で48.94億円 (約5870億円)の投資が行われている (大連市対外貿易経済合作局)0
大連市全体における日系企業数は2151社 (契約ベース)で,香港 ･マカオ1919社より232社
多くなっている｡ 大連市全体は8233の外資系企業があることから,このうち日系企業は約
26.1%を占めていることになる｡
5 このため,日本人は領事館届出ベースで1676名を数え,日本商工クラブも2002年現在法人
333社となっている｡
6 大連市対外貿易経済合作局 『大連市投資ガイド』2003.1｡
7 ｢9通｣とは道路,雨水,汚水,水道水,都市ガス,電力,通信,熱力,有線テレビ線を
示している｡ ｢1平｣とは土地の地形を平らに整え,交通の利便性を図ることをさしている｡
ここでの給与は一般工員で600-800元/月,一般管理職で1000-1500元,中高級管理職で
1500-3000元/月となっている｡
8 富山県からは30数社進出している｡ 輸出加工が典型的である｡ また進出先の比較では天津,
北京,大連の土地,人件草,国内市場を勘案して決めることが多い｡
9 企業進出については2002年に開発区にトステムが,2003年2月に大同ステンレス (磁石 :
事務所設立)が進出した｡しかし2003年4-6月までSARSで展示会など中止になるなど,人
の動きが止まった｡しかし,その後回復している｡
10 増値税の税率 :1.納税者は貨物の販売 ･輸入をする場合,税率は13%となる｡ ①食料,食
用植物油,②水道,スチーム,冷気,熱水,ガス,石油,液化ガス,天然ガス,メタンガス,
消費者用石炭製品,③図書,新聞,雑誌,④飼料,化学肥料,農薬,農機,ビニール-ウス,
⑤国務院の規定したその他の貨物2.貨物の輸出は税率を0%とする｡ ただし,国務院が別に
規定されたものは除く｡ 3.加工,修理,労務集配の提供の税率は17%とする｡ 4.上記以外貨
物の輸入,販売の税率は17%とする｡
11 日本人の下着は7-8割輸入,うち7割中国 そのうちYKK製が半分である｡
12上海進出 (1992年当時)では①上海は同業者の反対にあい,独資が認められなかったのと
輸出要請がいわれた｡YKKにとって国内事業とぶつかるのでこの対応が大変だった｡②ま
た上海は重金属規制が厳しく,メッキ工場などでも対応が大変だった｡③港湾機能ではコン
テナや トラック調達ができなかったり 搬入は夜間のみなど条件クリアが大変だった｡④上
海は工具,ひも,はしご,ホースを買おうとしても当時は手に入れるのが困難だった｡これ
らのことを比較して大連のほうが進出しやすかったといえる｡
13 富山は地理的メリット (週4便 大連便),船 (伏木)週 1便が確保されていることや
遼寧省と友好都市であることが有利な場合がある｡
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｢ステイクホルダー ･ガバナンス｣試論
社会志向の企業統治システムの検討
水谷内 徹 也
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Ⅰ.序言 :企業統治改革と企業の社会性
制度疲労や機能不全に直面 している企業統治 (corporategovernance)シ
ステムを如何に変革し再構築するか｡近年の企業統治問題に関する議論におけ
る帰結の一つは,こうした課題の解決に焦点があてられている｡ かかる課題解
決に対する方策は,概ね次の5点に集約され,そこから抽出しうる共通点は,
企業の社会性 (ニステイクホルダー (stakeholders;利害関係者))の配慮に
もとづく統治システムの再構築であると言ってよい (片岡,1996,2000;植竹,
1996,1999;森本,2001;横井,1999,2001,2002;小松,2003)｡
ここで言う企業統治改革への5つの方策とは,第 1に株主の復権への一連の
模索である｡ これには証券市場を通じた経営者への牽制や機関投資家の経営者
に対する牽制 (積極行動主義の機関投資家の増加)であり,わが国の場合に典
型的にみられる株式相互持ち合いの解消による市場のチェック機能の強化,秩
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主代表訴訟,少数株主権の利用,株主へのデスクロージャーの拡大,などが相
当する｡ 第2は,取締役会改革に関連するものであり,具体的には社外取締役
や執行役員制の導入,取締役とCEO (最高経営責任者)の兼任廃止などの問
題である｡ そして第3は,監査制度の問題であり,とりわけ社外監査役の導入
とその独立性強化の問題があげられる｡
さらに,第4に指摘されるのは,企業倫理の制度化による統治システムの再
構築をめざすものである｡ これには,企業の自発性,とりわけ企業の倫理的自
己規制力 (インテグリティ;高潔性)の発現による統治システムの構築を図ろ
うとするものである｡ インテグリティ志向の経営理念の創造をはじめ,企業倫
理行動基準の制定 ･遵守,倫理教育 ･訓練体系の確立,倫理担当専門機関 ･倫
理問題担当オフィサーの設置,倫理監査などがその主要項目である (菊池,
1997,1999;水谷内,2002)｡これに加えて,第 5の具体的方策は,これまで
の株主によるチェック機能のみならず,これ以外のステイクホルダーの企業統
治システムへの参加 (participation)とコミットメント(commitment)による
チェック･アンド･モニター機能の強化についての要請である｡ この点は,上
述の企業の社会性への配慮にもとづく統治システムの再構築の問題に相当する
ものである｡
本稿の主たるねらいは,こうした多様な視点から改革の方策が提起されてい
る企業統治問題に関する議論のなかでも,近年多数の論者が指摘している,上
述の第5の方向性としての企業の社会性,とりわけ企業ステイクホルダーを射
程に入れた統治システムの再構築に焦点をあて,その構想ならびに課題につい
て試論的に探求するところにある｡
I.｢ステイクホルダー･ガバナンス｣の意義と有効性
いまステイクホルダー (stakeholders)を,｢広義には､ある特定の会社の
活動によって利益を得たり害を受けたり,あるいはその権利が妨害されたり尊
敬されたりする集団や個人を指し,狭義には,その会社の存続と成功に不可欠
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な集団である｣(W.M.Evan& 氏.E.Freeman,1993,p.91)と規定すれ
ば, このステイクホルダー概念はこれまでの利害関係者集団 (interest
groups)としての株主や従業員,顧客,債権者,供給業者,労働組合,政府
機関などに加えて,コミュニティ (市民),消費者保護グループ,同業団体,
環境保護グループなどといった諸種の利害駆け引き集団ないしは個人の存在を
考慮せざるを得なくなったことから重視されてきた概念である｡
多大な社会的影響力をもつ現代の企業は,言うまでもなく,こうした諸種の
ステイクホルダーの利害 (stake)を無視し得なく,同時にそれらとの相互作
用を図りながら経営行動を推進しなければならない｡別言すれば,企業とその
経営者は,こうしたステイクホルダーの期待や要求を調整することによって,
自らの存続 ･成長を図るという役割を担っている (W.M.Evan& R.E.
Freeman,1993)｡ しかも,企業ならびに経営者の役割は,外部環境 (コミュ
ニティ,供給業者,消費者等)と内部環境 (株主,従業員)との利害のコンフ
リクトを均衡させるという,企業統治問題におけるステイクホルダー･アプロー
チの主要な論点にも連動する (F.Alkhafaji,1989)｡
ところで,企業統治に関する概念規定やこれに関する議論には,冒頭でも触
れたように,多様な見解が見受けられるが,ここではこの点を簡潔に整理して
いる見解を取 りあげたい (三戸,1998)｡この見解によれば,企業統治は,｢
『経営者は会社を誰のために経営すべきか』を問題とし,そして 『そのために
経営者をして適切に経営させるにはどうしたらよいか』をさぐるもの｣(32頁)
と捉え,しかも企業統治自体の概念は,｢狭義には,株主のための経営者のチェッ
ク･アンド･コントロールであり,広義には利害関係者 (ステイクホルダー)
のための経営者のチェック･アンド･コントロール,そして最広義には現代社
会における企業のあり方 ･経営のあり方｣(31頁)といった3つの次元に区分
し,とりわけ広義と最広義の概念規定を重視するものである｡ しかも,この見
解での強調点は,これまでのいわゆる株主主権論を超えて,ステイクホルダー
のための企業統治論の重要性を強調しているところにある｡ とは言え,この見
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解はこうしたステイクホルダーのための統治問題についての論拠に対して,ス
テイクホルダー自体の企業経営に対する発言力の脆弱さや長期的 ･全般的問題
解決力の非力さなどによる企業権力の観点の欠落という点で,懐疑的立場に立
つものである｡
これに対して,企業を社会全体の見地から統制することとして,企業統治を
広い観点から捉える見解も見受けられる｡ それは,企業統治こそが企業行動を
多様なステイクホルダーの利害の見地から監視し,それらの利害を公正に調整
するような制度的措置を提示することを志向するもの,と捉える見解である
(万仲,1999)｡また,株主をはじめ,従業員,消費者などといった諸種のステ
イクホルダーの利益を保護し促進するように寄与する統治システムの構築,別
言すれば企業を取り巻くステイクホルダーが企業の中核としての意思決定に参
加し,コミットし得る,いわゆるステイクホルダー志向の企業統治システムの
構築を提唱する見解も存在している (横井,1999,2001;OECD閣僚理事会 ･
OECD民間諮問委員会編,2001;経済同友会,2003)｡こうしたステイクホル
ダー志向の企業統治システムの確立に視点をおく見解にしたがえば,｢ステイ
クホルダーの参加 (participation)とコミットメント (commitment),とり
わけステイクホルダーが企業の意思決定機関としての取締役会等に参加し,コ
ミットを図ること｣(A.F.Alkhafaji,1998,p.5,p.37;D.Paas,1996,
p.6)を意味する ｢ステイクホルダー ･ガバナンス｣(stakeholdergovern-
ance;利害関係者参加志向型企業統治) たる概念が浮上 して くる (S.
Turnbull,1997;D.Wheeler&M.Silan良乳 1997)｡
ここで言う ｢ステイクホルダー ･ガバナンス｣は,次のような有効性をもつ
(R.E.Freeman,1984;谷本,1990)｡すなわち,第 1はステイクホルダーが
取締役会に存在するために,経営者の社会的 ･環境的 ･倫理的な関連問題への
関心を一層高揚させることが可能になることであり,第 2はステイクホルダー
が意思決定プロセスに参加することによって,取締役会の改革や企業それ自体
の変革に連動する契機になる可能性があること,の2点である｡ とりわけ,第
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2の点に注目すれば,ステイクホルダーの取締役への参加とコミットメントを
通して,取締役会自体が企業の意思決定プロセスに対して,その一方的かつ単
独的な決定を自己牽制し,自己規制を図る可能性が期待できるという点である｡
Ⅲ.｢ステイクホルダー ･ガバナンス｣の構想と枠組み
企業を取り巻く諸種のステイクホルダーがその意思決定機関としての取締役
会に参加し,コミットを図ることを主眼とする ｢ステイクホルダー ･ガバナン
ス｣を構築し,制度化を図るためには,如何なる視点からアプローチすべきで
あろうか｡この点について有益な示唆を提供しているのか,A.F.Alkhafaji
と R.A.Buchholz の見解があげ られる (A.F.Alkhafaji,1989;氏.
Buchholz,1995)｡ Alkhafajiならびに Buchholzは,｢伝統的モデル｣
(TraditionalModel),｢ヨーロッパ ･モデル｣(｢共同決定モデル｣)(European
ModelofCo-Determination)といった2つのモデルを提唱した後,｢ステイ
クホルダー ･モデル｣(StakeholderModel)を提示している(A.F.Alkhafaji,
1989;氏.A.Buchholz,1995)｡
まず,｢伝統的モデル｣とは,経営者の意思決定を株主の利害方向に合致さ
せるというシステムないしモデルを指すものであり,基本的には企業は株主の
ものとの視点に重点が置かれ,株主以外のステイクホルダーはガバナンスの視
野には入れないとするモデルである｡ また,このモデルでは株主と経営者の利
害は一致するという視点に立つとともに,その思想的基盤は市場機能を通じた
モニターリング機能の重要性に置かれるものとするモデルである｡ 一方,｢ヨー
ロッパ ･モデル｣(｢共同決定モデル｣)は,企業の意思決定に従業員を組み込
むものであり,とくに監査役への従業員代表の参加や経営協議会の設置など,
典型的にはドイツの共同決定システムに相当するものである｡ この意味で,こ
のモデルの思想的基盤は,従業員を通じたモニターリング機能に重点を置くも
のである｡
さらに,ここで強調すべき ｢ステイクホルダ一 ･･モデル｣は,先の ｢伝統的
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モデル｣に顕著にみられる株主や経営者の自己の私的利益追求ではなく,企業
総体としての利益に加えて,社会的な利益 (例えば,付加価値)を志向し,社
会的ニーズや価値観,社会的利益を満たすためにステイクホルダーの参加を強
調するモデルである｡より具体的には,株主をはじめ,従業員,消費者,債権
者,供給業者からなる ｢ステイクホルダー取締役｣を設置 し,それに基づいて,
経営者とステイクホルダー代表からなる取締役会を組織 し,重要なチェック機
能を担わせるというものである｡ したがって,この ｢ステイクホルダー ･モ
デル｣は社会的統制を志向し,多大なコス トが必要な政府による規制の代替手
段として,ステイクホルダーによる参加型モニターリングと自己規制を想定す
るモデルである 【図表】0
【国表】 ステイクホルダー ･モデル (TheStakeholderHodeり
｢企業の関心事は､伝統的
モデルに見られた経済的利
害のみならず､企業の社会
責任の達成にまで拡大され
る｡従って､その関心は株
主の所有権に代わって､ス
テイクホルダー (利害関係
者)の参加を志向する｣
星主まえホiL,ダー 取締役
社会的･政治的･経済的利書
株主.従業見.主要な消*者,
主要な債権者,主要な供給業者
など
取 締 役 会
取稀役会へのステイクホルダー
の奉加 (軽苦と代表)
経 営 者 (CEO)
(最高経営責任者)
〔出所〕AlkhafaJl,A.｢･(1989).p･381,および Buchhloz,R A.(1995),p.236.
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こうした ｢ステイクホルダー ･モデル｣を現実化するためには,それを実
践するための基本原則とこれに依拠 した制度的枠組みが必要になって くる
(W.M.Evan& 氏.E.Freeman,1993)｡まず,前者の基本原則は,｢ステ
イクホルダー ･マネジメント原則｣(StakeholderManagementPrinciples)
と呼ばれるものであり,これは次の2つの原則から構成されている｡第1原則 :
企業正当性の原則は,｢会社は,そのステイクホルダー (顧客,株主,従業員,
地域社会)ために管理されるべきである｡ これらのステイクホルダーグループ
の権利は保証され,さらにある意味で,その福祉に本質的に影響を与える決定
に参加しなければならない｣(p.82)というものである｡ また,第 2原則 :ス
テイクホルダーの受託原則は,｢経営者は,ステイクホルダーに対して,また
抽象的な統一体としての会社に対して受託的関係を有している｡ 彼らは,代理
人としてステイクホルダーの利益のために行動し,同時に企業の存続を保証す
るために会社の利益のために行動し,各ステイクホルダーの長期的な利害を保
全しなければならない｣(p.82)とするものである｡ こうした2つの原則の現
実化を図るためには,一定の構造上の変革が必要であり,それは企業統治シス
テムの変革を意味するものでもある｡
企業統治システムの変革における重要な制度的改革の1つは,取締役会の改
組があげられる｡ それは,先にも触れた,従業員,供給業者,顧客,株主,地
域コミュニティという5つのステイクホルダーグループの代表者と会社の代表
者から構成される,新 しい取締役会として ｢ステイクホルダー取締役会｣
(stakeholderBoardofDirectors)を創設することである (W.M.Evan
& 氏.E.Freeman,1993,p.83)｡ここでは,企業の代表 (｢メタフィズカル
取締役｣(metaphysicaldirector;企業というメタフィズカル (超自然的な統
一体に責任を負う取締役))は,ステイクホルダー代表者の満場一致によって
選出されるものであり,この ｢メタフィズカル取締役｣構想は,ステイクホル
ダー代表者とマネジメントの中核的な結節点 (keylink)として存在 し,こ
れによってマネジメント･コントロールがより強固なものとなると同時に,各
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ステイクホルダーの利益が長期的に堅持されることになる,というものである
(W.M.Evan& R.E.Freeman,1993)｡
したがって,こうした企業の意思決定機関としての取締役会における ｢ステ
イクホルダー取締役会｣の存在は,企業自体がステイクホルダーの期待や要求
を企業統治とその政策に伴う意思決定に反映させる直接的な方法の1つである
と言うことができる (P.Luoma&∫.Goodstein,1999)｡
Ⅳ.｢ステイクホルダー ･ガバナンス｣の制度的具体化
企業の意思決定機関としての取締役会にステイクホルダーが参加し,コミッ
トメントを図ることを主眼とする ｢ステイクホルダー ･ガバナンス｣の具体化
には,次の2点の制度的構想があげられよう (C.D.Stone,1976;谷本,1990;
M.L Lovdal,eta1.,1977)｡ 第 1は,｢公共利益代表取締役｣(Public
InterestDirector)構想であり,第2は ｢公共責任委員会｣(PublicRespon-
sibilityCommittees)のそれである｡ ここでは,これらの特質と役割,およ
びその有効性について検討することにしたい｡
1.｢公共利益代表取締役｣の特質と役割
｢公共利益代表取締役｣(PublicInterestDirector)は,企業の意思決定プ
ロセスにおいて制度的な交渉手段をもたないステイクホルダーが直接取締役会
に代表を参加させ,その発言を通して意思決定プロセスに影響を与えようとす
るものである｡ この制度は,1960年代から70年代にかけてアメリカの多数の企
業に導入されたものであるが,現在は制度的には定着をみず試行錯誤の状況に
あり,いわば ｢社会責任のジェスチャー ･ゲーム｣として制度化しつつあると
言われている (C.D.Stone,1976;谷本,1990)｡また,この ｢公共利益代表
取締役｣は,ステイクホルダーが企業の意思決定プロセスに直接参加すること
をはじめ,取締役会に参加しその利害が発されることを通して,企業内にステ
イクホルダーと企業とのコミュニケーション･ラインを開くことや,企業戦略
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の策定がなされる以前に,社会関連事項に関する監査を実施するといった役割
をもつものである (谷本,1990)｡
また,この ｢公共利益代表取締役｣の制度的な意義は,単にこれが取締役会
に存在するということだけでも,経営者の社会関連問題への関心を高揚させる
ことができるという消極的意義に加えて,｢公共利益代表取締役｣の参加は取
締役会の変革から企業全般の変革にも連動する契機になり,ことにこれを通し
て取締役会の視野が広がり,従来とは異なった観点から企業の社会関連問題を
みることができるという積極的意義も指摘されている (谷本,1990)｡これに
加えて,企業の意思決定プロセスに対して直接制度的批判の手段をもたない状
況にあるステイクホルダーに対して,企業の一方的 ･単独的な決定をステイク
ホルダー自体からチェックし得る可能性を提供する,というのがこの ｢公共利
益代表取締役｣がもつ重要な役割である｡
2.｢公共責任委員会｣の特質と有効性
｢公共責任委員会｣(PublicResponsibilityCommittees)のチャーター
(規約)は,次の6項目から構成されている(M.L Lovdal,eta1.,1977)｡
それは,①通常,企業の行動と成果を評価する社内外のステイクホルダーを確
認 し,それらのステイクホルダーが社会的問題と環境的問題について,如何な
る成果を期待しているかを調査する｡ ②取締役会ならびに経営者が考慮すべき
特定の問題を勧告し,それらの問題の優先順位を決定する｡ ③その優先順位に
対処するための企業方針を勧告する｡ ④社会責任とその関与に関する潜在的な
新分野を検討し勧告する｡ ⑤企業の主要なステイクホルダーの要求と関心事に
対して,如何なる態度で臨むべきかを検討し,これを取締役会に報告する｡ ⑥
優先的な諸問題に関する任務と責任が社内のどこに所在すべきかを勧告する,
といった6項目である｡
また,典型的な ｢公共責任委員会｣の構成は5名から7名で構成され,これ
には企業のエグゼクティブたる社外取締役が多数を占めている(M.L.Lovdal,
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eta1.,1977;邦訳,1977)｡
さらに,この ｢公共責任委員会｣の基本的な活動領域は,次の10分野から構
成されている(p.41;邦訳,108貢)｡すなわち,①一般理念,②少数民族および
女性の雇用促進,③対地域社会関係,④公害,⑤製品の品質と安全性,⑥消費
者運動,⑦職場の安全衛生,⑧従業員問題,⑨慈善的寄付活動,⑲対政府関係,
の10分野である｡ 同委員会設置の主たる理由は,取締役会の会議自体では十分
な時間を費やして諸種の社会関連問題に対する検討がなされないことが多いと
いう事実に照らして,同委員会がこうした社会関連問題に関心を払うことによっ
て,経営者が感知し得ない社会動向や状況を迅速に対処し得ることや,｢公共
責任委員会｣が取締役会の本会議よりも社会的な関連分野での自社の成果を監
視 (monitor)しやすい立場にあること,などが指摘されている (p.42;邦訳,
109貢)｡
取締役会でのこうした制度的構想の具体化は,取締役それ自体や経営者に複
雑微妙な社会的諸問題に対する注意を喚起させるために有益であるとともに,
取締役と組織の様々なレベルとの間にコミュニケーション･ラインを開くため
の仕組みとして,すなわち取締役会の入手する情報のフィルターを取り払い,
しかも従業員の関心事を発見する仕組みとして,有効性をもつことになる
(p.50;邦訳,112頁)｡したがって,こうした ｢公共責任委員会｣構想や着想は,
既存の経営意思決定機構では達成し得ない,新しくてしかも広範囲の社会的要
求に対する効果的な対処方法の一つであると言えよう｡
Ⅴ.結語 :社会志向の企業統治システム構築に向けて
本稿で強調してきた主要な論点は,最高経営意思決定機関としての取締役会
等にステイクホルダー (代表)を参加させコミットし得るシステムの構築,す
なわち ｢ステイクホルダー･ガバナンス｣確立の必要性と重要性であり,その
具体化として ｢公共利益代表取締役｣と ｢公共責任委員会｣を取りあげ,その
特質ならびに役割,有効性について検討を加えた｡
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こうした試みは,幾分理念型的色彩を帯びていることは否めないものの,本
稿で試みたアプローチは,企業統治システム構築の近未来的あり方を模索する
ためには,少なからぬ意義を有していると言えよう (楼井,2001)｡また,企
業にこれまで以上の社会的視野をもたせるためにも,本稿で提示したステイク
ホルダーの取締役会への参加やコミットを図ることは不可欠な視点であろう｡
この場合,わが国での実現可能な取締役会へのステイクホルダーの参加とコミッ
トメントは,取締役会に従業員や消費者,地域市民などの利益を代表する,社
外取締役として可能な限りの人員を導入していく方策を取ることがより望まし
いであろう (横井,1991;中川,2001;小松,2003)｡同時に,こうしたステイ
クホルダーの参加やコミットメントは,経営者による企業の社会責任の自発的
達成を一層強化するとともに,企業自体が社会の期待や要求を主体的 ･積極的
に取り組むための不可欠な要件であると考えられる｡
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